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す。 



１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成17年６月30日に提出いたしました第102期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)有価証券報告書の記

載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部  企業情報 

第５  経理の状況 

１  連結財務諸表等 

(1)  連結財務諸表 

注記事項 

(税効果会計関係) 

関連当事者との取引 

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 



第一部 【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

注記事項 

(税効果会計関係) 

  

（訂正前） 

  

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

 貸倒引当金損金 
算入限度超過額 

 27,887 百万円

 退職給付引当金超過額  6,025 百万円

 有価証券評価損否認  2,884 百万円

 減価償却限度超過額  1,323 百万円

 その他  3,355 百万円

繰延税金資産小計  41,476 百万円

評価性引当額  △217 百万円

繰延税金資産合計  41,258 百万円

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金  △48,024 百万円

 圧縮記帳積立金  △880 百万円

 その他  △10 百万円

繰延税金負債合計  △48,915 百万円

繰延税金負債の純額  △7,656 百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

 貸倒引当金損金 
算入限度超過額 

24,738 百万円

 退職給付引当金超過額 6,646 百万円

 有価証券評価損否認 1,166 百万円

 減価償却限度超過額 2,730 百万円

 その他 3,476 百万円

繰延税金資産小計 38,757 百万円

評価性引当額 △243 百万円

繰延税金資産合計 38,514 百万円

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △53,363 百万円

 圧縮記帳積立金 △949 百万円

 その他 △8 百万円

繰延税金負債合計 △54,321 百万円

繰延税金負債の純額 △15,806 百万円

２ 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある

ときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  当該差異が法定実効税率の５／100以下のため、記

載を省略しております。 

２ 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある

ときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

同左 



（訂正後） 

  

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

 貸倒引当金損金 
算入限度超過額 

 27,887 百万円

 退職給付引当金超過額  6,025 百万円

 有価証券評価損否認  2,884 百万円

 減価償却限度超過額  1,323 百万円

 その他  3,355 百万円

繰延税金資産小計  41,476 百万円

評価性引当額  △217 百万円

繰延税金資産合計  41,258 百万円

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金  △48,024 百万円

 圧縮記帳積立金  △880 百万円

 その他  △10 百万円

繰延税金負債合計  △48,915 百万円

繰延税金負債の純額  △7,656 百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

 貸倒引当金損金 
算入限度超過額 

24,738 百万円

 退職給付引当金超過額 6,646 百万円

 有価証券評価損否認 2,730 百万円

 減価償却限度超過額 1,166 百万円

 その他 3,476 百万円

繰延税金資産小計 38,757 百万円

評価性引当額 △243 百万円

繰延税金資産合計 38,514 百万円

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △53,363 百万円

 圧縮記帳積立金 △949 百万円

 その他 △8 百万円

繰延税金負債合計 △54,321 百万円

繰延税金負債の純額 △15,806 百万円

２ 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある

ときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  当該差異が法定実効税率の５／100以下のため、記

載を省略しております。 

２ 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある

ときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

同左 



【関連当事者との取引】 

（訂正前） 

Ⅰ 前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

該当事項なし。 

  

(2) 役員及び個人主要株主等 
  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

一般の取引先と同様な条件で行っております。 

  

(3) 子会社等 

該当事項なし。 

  

(4) 兄弟会社等 

該当事項なし。 

  

Ⅱ 当連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

該当事項なし。 

  

(2) 役員及び個人主要株主等 
  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

一般の取引先と同様な条件で行っております。 

  

(3) 子会社等 

該当事項なし。 

  

(4) 兄弟会社等 

該当事項なし。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 
(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 阿部紀夫 ― ― 
当行常務 
取締役 

被所有
直接0.0％

― ―
資金の
貸付 

― 貸出金 30 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 
(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 阿部紀夫 ― ― 
当行常務 
取締役 

被所有
直接0.0％

― ―
資金の
貸付 

― 貸出金 27 



（訂正後） 

Ⅰ 前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

該当事項なし。 

(2) 役員及び個人主要株主等 
  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

一般の取引先と同様な条件で行っております。 

(3) 子会社等 

該当事項なし。 

(4) 兄弟会社等 

該当事項なし。 

  

Ⅱ 当連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

該当事項なし。 

(2) 役員及び個人主要株主等 
  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

一般の取引先と同様な条件で行っております。 

(3) 子会社等 

該当事項なし。 

(4) 兄弟会社等 

該当事項なし。 

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 
(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 麻生俊介 ― ― 

当行取締 
役頭取 
（財）え 
ひめ産業 
振興財団 
理事長 

被所有
直接0.0％

― ―

（財）え
ひめ産業
振興財団
への資金
の貸付 

29 貸出金 92 

役員 阿部紀夫 ― ― 
当行常務 
取締役 

被所有
直接0.0％

― ―
資金の
貸付 

― 貸出金 30 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 
(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 麻生俊介 ― ― 

当行取締 
役頭取 
（財）え 
ひめ産業 
振興財団 
理事長 

被所有
直接0.0％

― ―

（財）え
ひめ産業
振興財団
への資金
の貸付 

86 貸出金 164

役員 阿部紀夫 ― ― 
当行常務 
取締役 

被所有
直接0.0％

― ―
資金の
貸付 

― 貸出金 27 
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